
令和６年度
沖縄県差別のない社会づくり条例に関する
県民意識及び実態調査
提案に係る様式集

※様式中の例示・注釈文（赤字斜体）は、提出時には削除してください。

【様式１号】
	受付番号
	


「沖縄県差別のない社会づくり条例に関する県民意識及び実態調査」委託業務
企画提案応募申請書

　みだしのことについて、次のとおり応募します。
令和　　年　　月　　日
　沖　縄　県　知　事　　殿
	提出者
	所在
	

	
	企業名
	

	
	代表者名
	
	印

	

	連絡担当者※
	所属・職
	

	
	氏名
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	E-mail
	

	※共同企業体の場合は幹事法人を記載すること。

	共同企業体構成員
	企業名
	代表者名
	所在

	
	
	
	

	

	提出先
	〒900-8570 沖縄県那覇市泉崎1丁目2番2号　3階

 　沖縄県こども未来部　女性力・ダイバーシティ推進課
 　　TEL 098-866-2500   FAX 098-866-2589


【様式２号】
「沖縄県差別のない社会づくり条例に関する県民意識及び実態調査」委託業務
企画提案書

	提　案　内　容

	※調査・分析を専門としないものにもわかるように提案してください。
※提案にあたっては、企画提案仕様書を踏まえて記載してください。
※本様式によらず、任意様式での提出も可とします。
【提案事項】
・調査の実施方法
・アンケートの回収率を高めるための提案
・項目に関する分析方法　
・その他（仕様書４(5)に基づく提案があれば記載してください。）
・分析する専門家の提案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等



　

【様式３号】
調査実施スケジュール
　本事業を進めるためには、いかなる項目をどのような手順で行うか、以下のような一覧表にまとめて下さい。任意様式可

（例　示）

	事業項目
	令和６年度

	
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	１．調査計画 

　①・・・

　②・・・・

２．標本抽出 

　①・・・・
2 ・・・・
3． 集計・分析
4． 報告書作成
5． その他


	
	
	
	
	
	
	
	
	


【様式４号】
「沖縄県差別のない社会づくり条例に関する県民意識及び実態調査」委託業務
積　　算　　書

令和　　年　　月　　日

沖　縄　県　知　事　殿
企業名 
所在
代表者名　　　　　　　印
（記入例）
	項　目
	摘  要
	単価
	数量内訳
	小　計

	Ⅰ　人件費
	
	
	○人×○日
	

	Ⅱ　事業費
	
	
	
	

	　１　旅費
	職員旅費

委員旅費
	
	○人×○回
	

	　２　会議費
	会場借料
	
	
	

	　３　謝金
	
	
	
	

	　４　消耗品費
	
	
	
	

	　５　印刷製本費
	
	
	
	

	　６　その他諸経費
	通信運搬費等
	
	
	

	Ⅲ　一般管理費
	
	
	
	

	Ⅳ　外注費
	
	
	
	

	Ⅴ　消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	合計
	


※　Ⅲの一般管理費は、Ⅰの人件費とⅡの事業費の合計額の10%以内とします。
※　上記は、あくまでも記入例ですので、提案内容に合わせて項目の追加削除を行って作成願います。
【様式５号】
「沖縄県差別のない社会づくり条例に関する県民意識及び実態調査」委託業務
実施体制図
○今回業務の執行体制（役割、担当者、所属、実務経験年数、保有資格等）
○なお、記載に当たっては、図や表などを用いて、企画提案する事業の運営管理体制を具体的に記載してください。
【様式６号】
「沖縄県差別のない社会づくり条例に関する県民意識及び実態調査」委託業務
類似・関係事業実績書
企業・団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　

申請する企業、団体、共同企業体（共同企業体を構成する各企業）が、類似・関係事業について、過去３年間に実績があれば記載すること。（法人ごとに４つまで。）

	１
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	２
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	３
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	

	４
	事業名
	

	
	委託者
	

	
	事業概要
	

	
	受託契約額（円）
	

	
	実施期間
	

	
	事業成果
	


【様式７号】
法　人　概　要
	法人名
（代表者氏名）
	

	所在
	

	設立年月日
	

	資本金
	                  円

	財務概要（円）
	
	Ｒ　年　月期
	Ｒ　年　月期
	Ｒ　年　月期

	
	売上高
	
	
	

	
	粗利益
	
	
	

	
	税引後利益
	
	
	

	社員数
	

	主要業務
	


※　共同企業体の場合は、構成企業毎に本様式を作成してください。

【様式８号】(裏面あり)
令和　　年　　月　　日
誓　約　書
沖縄県知事　殿
住　　所
法 人 名
代表者名      　　　      印
「沖縄県差別のない社会づくり条例に関する県民意識及び実態調査」委託業務企画提案公募への参加申請を行うにあたり、下記のことを誓約します。
記
１　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。
２　沖縄県暴力団排除条例第２条（平成23年条例第35号）規定する暴力団員又は暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
３　県税、消費税及び地方消費税の滞納がないこと。
４　加入義務のある社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入し、保険料の滞納がないこと。
５　雇用する労働者に対し、最低賃金法（昭和34年法律第137号）に規定する最低賃金額以上の賃金を支払っていること。
６　労働関係法令を遵守していること。
※注１　共同企業体の場合は、すべての構成員について提出が必要です。

（誓約事項７関係）
	主な労働関係法令
（１）労働基準法（昭和22年法律第49号）
（２）労働契約法（平成19年法律第128号）
（３）最低賃金法（昭和34年法律第137号）
（４）雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和47年法律第113号）
（５）短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第76号）
（６）育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律
（平成3年法律第76号）
（７）労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）
（８）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律
（昭和60年法律第88号）
（９）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）
（10）労働組合法（昭和24年法律第174号）
（11) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）
（12) 労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）
（13）健康保険法（大正11年法律第70号）
（14) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）


受託者





（誓約書（様式８）裏面）









